
　企業年金・健康保険組合は、戦前から現在に至るま
で、働く者とその家族の生活を支える基盤として、重
要な役割を果たしてきた。これらの制度は、いわゆる
日本型雇用システムの一翼を担い、労使による保険
者自治のもとで運営されてきた、我が国の社会保障
制度において欠くことのできない存在である。 
　企業年金は公的年金を補完する老後の所得保障、
健康保険組合は医療費の保障や保健事業による健康
増進等の役割を担っており、いずれも労働条件の一部
として、働く者の生活に密接に関わっている。制度運営に
おいても、企業年金基金では代議員会、健康保険組合
では組合会を通じて、加入者代表が規約改正や予算・
決算といった重要事項を決定する役割を担っている。 
　とりわけ過半数労働組合のある事業所において
は、労働組合の役員等が加入者代表として理事や代議
員を務めるケースが多いと考えられる。しかしながら、
こうした関与の実態やガバナンス機能の実効性につ
いては、これまで十分に明らかにされてこなかった。 
　こうした問題意識のもと、2022年度に「企業年金・健
康保険組合に対する労働組合による関与とガバナン
スに関する調査研究委員会」（主査：駒村康平・慶應義
塾大学経済学部教授）を立ち上げ、3年間にわたり調
査研究を進め、報告書にまとめた。 
　研究委員会では当初、調査研究の方向性や論点整
理を目的として、企業年金や健康保険に関する有識

者へのヒアリングを実施した。その後、労働組合11組
織および総合型健康保険組合1組織を対象に、労働組
合・健康保険組合の企業年金・健康保険に対する関与
の実態についてヒアリング調査を実施した。あわせ
て、企業年金・健康保険に対する労働組合の関与状況
を把握するため、連合加盟の全単組を対象としたア
ンケート調査を行った。さらに、企業年金については、
厚生労働省から開示を受けた企業年金データ（確定
給付年金（DB）および確定拠出年金（DC）の事業報告
書等）を用い、労働組合の関与が企業年金の実施状況
や商品選定等にどのような影響を及ぼしているのか
について分析を行った。健康保険組合については、健
康保険組合連合会を通じてアンケート調査を実施
し、同連合会より提供を受けた健康保険組合の保健
事業の運営実態および医療費等に関するデータを連
結することにより、労働組合の関与が健康保険組合
における保健事業の運営や医療費水準等にどのよう
な影響を及ぼしているのかについて分析を行った。
　本報告書は、第1部総論、第2部各論、第3部資料編の
3部構成となっている。本稿では、その概要を紹介す
る。報告書全文は、連合総研ホームページに掲載され
ているため、詳細はhttps://www.rengo-soken.or.jp/
work/2025/11/270900.htmlを参照されたい。
� （連合総研主任研究員　堀江 則子）

新しい時代の保険者自治に向けて
～企業年金・健康保険組合に対する
労働組合の関与とガバナンス～（概要）
―企業年金・健康保険組合に対する労働組合による関与と
ガバナンスに関する調査研究報告書―

報 告

第 1 部  総論
保険者自治（健康保険組合・企業年金）に
労働組合はどのように関わっているのか 

（駒村康平主査）

　第1部は、総論として本研究全体の目的を説明し

ている。「企業内福祉の社会保障代行、補完機能の日
本的特性」（駒村,1997）で分析したとおり、労働は健
康や老後所得保障と不可分であり、これらの制度は
歴史的に労使共同運営の枠組みを通じて日本型雇用
システムの一翼を担ってきた。その後の少子高齢化や
雇用の流動化、厚生年金基金制度の廃止といった制
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度改革により、保険者自治の実効性の低下を指摘する。
その上で、本研究による調査結果を総括している。
　健康保険組合は制度上、労使同数の代表によって
運営されているが、ヒアリング調査では、財政制約や
労働組合組織率の低下によって、実態は事務局主導
となる傾向が強く、労働組合の関与は限定的である
ことがわかった。他方、企業年金においては基金型
DBが縮小し、規約型DBや企業型DCが拡大したが、
これらでは労働組合は規約改定時の「同意権者」や運
用監視の「チェック役」にとどまり、給付設計や資産
運用への影響力は乏しいと指摘する。
　調査結果からは、労働組合が積極的に関与する場合
には保険料率や保健事業、がん検診、企業型DCの商
品構成などに一定の影響を及ぼすことが確認された
が、全体としては情報不足、専門性欠如、ガバナンス
の形骸化が課題であるとする。今後、非正規の雇用者、
女性、高齢労働者の増加を背景に、保険者自治の強化
は労働市場と社会保障の両面から重要性を増すこと
から、労働組合は組合員の意見集約、専門性向上、情
報公開要求、労使協議の制度化を通じて実質的な保
険者自治を担う必要があり、産業別労働組合や連合
による支援と政策提言も不可欠であると述べている。

第 2 部  各論
第１章　
確定給付企業年金と労働組合の関与 

（白石憲一委員）

本論文は、企業年金基金制度への労働組合の関与
とその変化が、基金型DBの労使協議の実施、会社ま
たは年金基金から企業年金に関する情報提供、労働
組合内での検討、労働組合として企業年金に関わる
際に困ったこと、時価べース利回りへどのような影
響があるのか、実証的に明らかにしていくことを目
的としている。

企業年金基金制度への労働組合の関与が増加する
と、過去1年間における会社または年金基金から財
政や運用の状況など企業年金に関する情報提供を受
けた回数が有意に増加するなど、一部で影響が見ら
れたが、分析結果を全体的に見ていくと、こういった
効果も例外的であり、基金型DBに関して労使協議、
情報提供、労働組合内での検討、困ったこと、時価べー
ス利回りへ労働組合の関与は系統的に影響を与えて
いないと指摘。基金型DBに労働組合員が積極的に
関わり、制度運営を監督・検証することが必要とされ

ているが、現状では乖離が見られると述べている。
以上のことから、本研究では、ガバナンス体制のさ

らなる強化が今後の課題であると指摘している。

第２章　　
企業型確定拠出年金（DC）導入企業に
おける労働組合の関与について
―「未指図」の状況を中心に（丸山桂委員）

本論文は、企業型確定拠出年金（DC）制度における
労働組合の関与の実態と課題を、「未指図」の状況を中
心に分析している。少子高齢化や物価上昇、マクロ経
済スライドの実行により、将来の公的年金の給付水
準の低下が見込まれるなか、企業年金の役割が高まっ
ている。企業型DCは、企業が掛金を拠出し、従業員が
自ら運用商品を選択する制度であるが、金融リテラシー
の低さや運用商品の複雑性により、運用指図を行わな
い「未指図」者が増加していると指摘している。 

2018年の法改正により、企業は労使合意のもとで「指
定運用方法」を導入可能となったが、導入率は半数以
下にとどまり、元本確保型商品への偏重も続いている。
本論文では、全単組調査と厚生労働省より開示を受け
た企業年金データを接続し、労働組合の有無や労使協
議の実施状況が企業型DCの制度設計や運用商品ラ
インアップに与える影響を実証的に検討している。 

分析の結果、労使協議を実施している事業所では
運用商品の種類や数が多く、指定運用方法の選定に
も有価証券型商品が含まれる傾向があることを指摘。
また、「未指図」の発生と運用商品の数、有価証券の商
品数の多さには正の関連性が認められ、選択型DCを
採用していたり労使協議を実施していたりする事業
所では、「未指図」が発生しにくいことを確認している。 

企業型DCの適切な運用には、継続的な投資教育と
労働組合などによる中立的な立場での支援が不可欠
であり、労働条件の一環として制度改善に向けた協議
が求められるとし、今後は、連合など上部団体による
支援体制の強化も重要であると述べている。

第３章　　
確定拠出年金と確定給付年金の代替性と
労働組合との関係について（上村一樹委員）

本論文は、日本の企業年金制度における確定給付
年金（DB）と確定拠出年金（DC）の関係性を再検討し、
両者が代替的な関係であるという仮説の妥当性に関
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する実証分析を行っている。 
分析の結果、過半数労働組合を有する企業は、DC・

DBいずれの制度についても導入・維持する確率が
有意に高いことを指摘。これは、労働組合が賃金より
も福利厚生を重視する選好を持つ場合に併存を選好
する「選好シフト仮説」や、制度運営の効率化を通じ
て賃金・福利厚生間の制約を緩和する「制約構造変化
仮説」と整合的であり、両仮説は相互補完的に作用し、
労働組合の存在が企業年金制度の複合構造を支えて
いると考えられると述べている。 

2000年代以降、会計基準の変更や国際的ルールと
の整合性を背景にDCの導入が進んできたが、DBは
依然として存続しており、両制度が併存するケース
も少なくないと指摘。本研究の結果は、DC導入企業
ほどDBを維持する傾向がみられること、さらに労
働組合の存在がこの併存を強める可能性を指摘し、
制度移行を単純な代替モデルでは捉えきれないと示
唆する。 

また、本論文の含意は、労働組合が年金制度の存続
や多様化において重要な役割を担い、企業にとって
は人材確保や従業員ニーズへの対応を可能にする柔
軟な制度設計を促している点にあるという。他方で、
労働組合の影響を単一指標で捉えていることや制度
内容の質的差異を考慮できていない点など、分析の
限界も指摘される。今後は縦断的データや質的調査
を組み合わせることで、併存現象の因果メカニズム
とその持続可能性をより精緻に検証することが課題
であると指摘する。

第４章　　
健康保険組合と労働組合の関わり
―健康保険組合の設立の種類と女性の
被保険者増加への対応 （丸山桂委員）

本論文は、健康保険組合の設立形態（単一型・総合
型・連合型）と労働組合との関係性に着目し、女性被
保険者の増加に伴う制度的対応と課題を分析してい
る。社会保険の適用拡大により、短時間労働者の加入
が進み、特に女性の被保険者数が増加する一方、被扶
養者数は減少傾向にある。この変化は、健康保険組合
の財政や保健事業の運営に影響を与えており、労働
組合の関与が重要な役割を果たしていると述べる。 

本論文は、健康保険組合におけるがん検診の実施
状況を、制度的支援・組織的意思決定・被保険者構成
の三軸から分析している。過去の実施状況がほぼす

べての検診に正の影響を示し、がん検診を重点事業
として掲げることも実施状況の向上に寄与している。
特に女性対象の検診では、労働組合出身の互選理事
の割合が有意な影響を持っていたという。一方、財政
状況によっては、検診の実施状況が後退する場合も
あると示唆している。今後も、女性の就労率は上昇す
ると予想され、女性の健康課題への対応は、健康保険
組合と労働組合の協働によって実効性を高めること
が期待される。こうした意思決定機関に多様なニー
ズをどう反映させるかは、健康保険組合、労働組合と
もに共通した新しい課題であると指摘する。

第５章　　
労働組合と健康保険組合の協働による
健康増進事業への影響 （上村一樹委員）

本論文は、財政悪化が続く健康保険組合において、
労働組合との連携が健康保険組合の運営にどのよう
な効果をもたらすかを、保険料水準・医療費・保健事
業・傷病手当の四領域で実証的に検証している。 

理論的には、賃金と労働環境のトレードオフと、そ
の緩和をもたらし得る高交渉力を踏まえ、金銭重視
／環境重視（健康増進・安全対策）／高交渉力の四仮
説を提示している。

主な結果としては、①組合会での関与が強いほど
事業主料率が上昇し被保険者料率が低下するが合計
の料率は不変であるため、本人負担率が下がる、②保
健事業での連携が進むほど肺・大腸・子宮頸部・乳房
など厚生労働省が推奨するがん検診の実施・補助が
拡充する、③過半数労働組合の存在や組合会での関
与により外来・薬剤費の一部で増加が見られる、④過
半数労働組合の存在や組合会での関与で傷病手当事
例が減少する、の4点を指摘している。 

以上より、労働組合と健康保険組合の協働は、健康
保険組合にさまざまな好影響を与えることが確認さ
れている。

第６章　
働く者のための企業年金および
健康保険の運営とするために
―労働組合の取り組み強化に向けて
 （佐伯憲輔委員・岩城みのり委員）

全単組調査からは、理事・代議員の選出、労使協議
や情報活用など、労働組合による関与が希薄である
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実態を明らかにした。また、企業年金や健康保険に対
する労働組合の組合員の関心が低いという認識を労
働組合が有していることや、取り組みにおける優先
順位が低い状況にあることも指摘している。 

企業年金は、退職給付由来の「後払い賃金」の性格
と、公的年金の補完機能を併せ持つ制度であり、被用
者の老後の所得保障に資する重要な仕組みである。
確定給付企業年金（DB）では、将来の給付の安定性の
確保のため、積立金や資産運用のモニタリングが必
要であり、労働組合役員が代議員・理事として関与す
ることが重要となる。確定拠出年金（企業型DC）に
おいても、運用商品の選定や手数料、投資教育の実施
状況および加入者の投資状況の確認など、労働組合
が役割を発揮すべき取り組みは多岐にわたる。企業
年金を新たに導入する場合についても、確定給付企
業年金（DB）とするのか、確定拠出年金（企業型DC）
とするのかなど、企業の経営体力や財務状況を踏ま
えつつ、労使で議論を積み重ね、丁寧な合意形成を図
ることが不可欠であると述べる。 

健康保険においては、労働組合が健康保険組合の
運営に一定程度関わっているものの、取り組みは限
られていることが明らかとなったことから、まずは
労働組合として、健康保険の状況を知り、健康保険組
合における労働組合によるガバナンス機能の発揮に
つなげていくことが重要であると指摘。そのため、労
働組合の取り組みとして、後期高齢者支援金の加算・
減算制度に関する評価指標などを活用し、職場の健
康課題を見出したうえで、保健事業の効果的な取り
組みの促進につなげていくことが重要であるという。
その際は、使用者への働きかけ、組合員やその家族へ
の周知などに取り組むことも有用であると述べる。
また、適切な保険料率の設定に向けては、健康保険組
合と労使による建設的な議論の継続が望まれると指
摘する。 

連合としては、労働組合における情報不足や組合
員の関心の低いことに起因する取り組みの停滞は、
連合による取り組み不足によるものと受け止めてい
るという。今後は、労働組合における情報活用の促進
に向けて、国段階での議論や方向性に対する最新情
報の提供はもとより、専門用語が多い年金や医療の
制度をわかりやすく説明する器材の提供、学習会の
開催など様々検討し、取り組んでいくとのことである。

第７章　
総合型健康保険組合及び
総合型企業年金基金の労働者による
ガバナンスの現状と課題
 （連合総研副所長、伊藤彰久）

本論文は、多くの事業所が加入する総合型の健康
保険組合と企業年金基金について、労働者によるガバ
ナンスがどのように機能しているのかを分析している。

総合型健康保険組合では、単一型健康保険組合に
比べ加入事業所における労働組合の有無について把
握していない場合が多く、労働組合の参画が事業所
における労使交渉の場に利用されるなどの懸念も少
なくない。総合型健康保険組合の加入事業所の労働
組合は、単一型健康保険組合の実施事業所の労働組
合に比べ、健康保険に関する関心や意識が比較的低い。
また、総合型健康保険組合では、組合会議員の立候補
者の確保にも苦労している場合もあることを確認し
ている。 

労働組合が総合型健康保険組合に果たし得る役割
について、事業所における労働者の実情に精通して
いる労働組合は、役職員を組合会議員として推薦・立
候補してもらうにあたり、きわめてふさわしい立場
にある。当該事業所の被保険者等の実態を勘案した
立候補者の検討や資質向上に係る支援、被保険者代
表としての意見反映が求められると指摘。総合型健
康保険組合においてはコラボヘルスの担い手として
労働組合によるポピュレーションアプローチ、労使
による積極的な取り組みの普及を期待する。 

また、企業年金基金は、労働条件の一部をなす退職
給付に関わる外部積立機関であるが、設立時以外過
半数労働組合の関与の機会はない。そのため、労働組
合が代議員等として運営に参画することは極めて重
要であること、その際、労働組合から代議員への立候
補における加入者の実態の勘案や資質向上に係る支
援、加入者代表としての意見反映に努めることの重
要性を指摘している。

第３部  資料編
第１章　
企業年金・健康保険に関する調査

（全単組調査）

企業年金および健康保険関係に対する労働組合の
関与状況と課題を把握し、企業年金・健康保険組合の
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第1 － 11 図　過去３年間の労働組合内での検討や会社や基金との協議
（企業年金制度がある場合、「該当しない」を除く）

ガバナンス機能強化に向けて必要な労働組合の取り
組み等を明らかにすることを目的として、全単組を
対象にインターネットを通じたアンケート調査を実

全単組調査の一例を紹介すると、企業年金につい
ては、過去3年間の労働組合内での検討や会社や基
金との協議の実施割合は、「過半数労働組合である」
が「過半数労働組合でない」より総じて高かったが、
掛金水準については差がなかった。

また、過去3年間の労働組合内での検討や会社や

施した。有効回答件数は1,231件であった。（調査実施
者：連合総研、連合）

基金との協議の有無をみると、各項目いずれも「特に
なし」が多数を占める。「会社と協議」については、「企
業型DCの商品ラインナップ」や「企業型DCの投資
教育」で約2割と他の項目に比べて多く、その他の項
目は1割前後である。「会社と基金のいずれとも協議」
は、どの項目もわずかである。

第１－ 10 表　過去３年間の労働組合内での検討や会社や基金との協議
（企業年金制度がある場合、「該当しない」を除く、＜協議している＞比率）

26 2026.1415



第2 － 4図　過去3年間に行った労働組合の会社や保険者に対する医療保険に関わる取り組み

第２－５表　過去3年間に行った労働組合の会社や保険者に対する医療保険に関わる取り組み（＜行った＞比率）

健康保険については、過去3年間に行った労働組
合の会社や保険者に対する医療保険に関する取り組
みの実施割合は、「過半数労働組合である」が「過半数
労働組合でない」より総じて高かったが、「勤務時間
中の健診等受診機会の確保」は「過半数労働組合でな
い」の方が高かった。

医療保険制度別では、「健診・検診のメニューの充
実・改善」、「勤務時間中の健診等受診機会の確保」、「再
検査の受診促進の強化」では、健康保険組合より協会
けんぽの方が高かった。

過去3年間に行った労働組合の会社や保険者に対

する医療保険に関わる取り組みは、各項目とも「いず
れも行っていない」が多くなっているが、「メンタル
ヘルスの確保・改善」は「会社に対してのみ行った」が
20.6％と多く、「会社と保険者のいずれにも行った」
も14.3％を占める。 

また「健診・検診のメニューの充実・改善」、「勤務時
間中の健診等受診機会の確保」、「再検査の受診促進
の強化」、「保健指導の充実・強化」、「禁煙の取り組み
の強化」、「健康経営の取り組み強化」についても「会
社に対してのみ行った」と「会社と保険者のいずれに
も行った」がそれぞれ1割程度を占めた。
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第２－６表　過去３年間に行った労働組合の組合員に対する健康保険に関わる取り組み
（「行った」比率）

過去3年間に行った労働組合の組合員に対する健康
保険に関わる取り組みについては、「健診・検診の受診
勧奨」（26.3％）は2割半ばと最も高く、次いで「運動の推
進」（20.6％）や「保健指導の利用勧奨」（18.3％）となり、

「食生活の改善」（14.5％）と「禁煙の推進」（14.5％）は1割
台半ばとなった。

各取り組みの実施割合は、「過半数労働組合である」
が「過半数労働組合でない」より高かったが、医療保
険制度別では、「健診・検診の受診勧奨」は健康保険組
合より協会けんぽのほうが高かった。

第２章　
健康保険組合における労働組合の
関与に関するアンケート調査

健康保険組合の運営に対する労働組合の関与の実
態を把握するため、社会保険の適用拡大により短時
間被保険者の大きな異動があった2016年度と2019
年度の健康保険組合の状況および労働組合との関わ
りについて調査を行った。有効回答件数は1,094件で
あった。なお、自由記入欄を報告書に全文掲載（一部
固有名詞等は修正）している。（調査実施者：連合総研、
健康保険組合連合会）

第３章　
企業年金・健康保険に対する労働組合の
関与に係る労働組合等ヒアリング調査

労働組合・健康保険組合の企業年金や健康保険組
合に対する関与の実態について把握するために、以
下の労働組合・健康保険組合等にヒアリング調査を
実施した。

１．曙ブレーキ工業労働組合 （自動車総連）
２．日新労働組合 （運輸労連）
３．カルビーグループ労働組合 （UAゼンセン）
４．イオン労働組合連合会 （UAゼンセン）
５．マルハンユニオン （UAゼンセン）
６．山洋電気労働組合 （電機連合）
７．富士通労働組合 （電機連合）
８．ＮＴＴ労働組合 （情報労連）
９．�KNT－CTグループ労働組合連合会／近畿日

本ツーリスト労働組合 （サービス連合）
10．NOKグループユニオン （JAM）
11．�すかいらーくグループ労働組合連合会 （UAゼ

ンセン）
12．�健康保険組合経営研究会 (NXグループ健康保

険組合、安田日本興亜健康保険組合、
　 �ジェイティービー健康保険組合、日野自動車健
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康保険組合)
13．電設工業健康保険組合

第４章　
【参考資料】企業年金・健康保険に関する
データ

１．厚生労働省より開示を受けた企業年金データ
確定給付企業年金事業報告書や企業型年金に係る

業務報告書のうち、厚生労働省が開示対象としたデー
タをExcel形式で取得した。当該データを労働組合を
対象とした企業年金・健康保険に関する全単組調査
と連結・分析することにより、労働組合の関与が企業
年金の実施形態や商品選定等にどのような影響を及
ぼし、どのような傾向を示しているのかを把握した。

２．�健康保険組合連合会より提供を受けた
　  健康保険データ

健康保険組合連合会より、「健康保険組合の現勢」
「健康保険組合の保健事業の運営実態と医療費との
関連分析報告書」「令和元年度及び平成28年度の特
定健康診査及び特定保健指導の実施率（性別、年齢階
級別）」のデータ提供を受けた。当該データを健康保
険組合を対象としたアンケート調査や労働組合を対
象とした企業年金・健康保険に関する全単組調査と
連結・分析することにより、労働組合の関与が健康保
険組合の保健事業の運営や医療費の水準等にどのよ
うな影響を及ぼし、どのような傾向を示しているの
かを把握した。

企業年金・健康保険組合に対する労働組合による関与とガバナンスに関する調査研究委員会
主　　　　　査：駒村 康平（慶應義塾大学経済学部教授） 【第1部】
委　　　　　員：�白石 憲一（群馬医療福祉大学社会福祉学部教授） 【第2部第1章】
　　　　　　　　�丸山 桂 （上智大学総合人間科学部教授） 【第2部第2章、第4章】
　　　　　　　　上村 一樹（東洋大学経済学部准教授）【第2部第3章、第5章】
　　　　　　　　小林 司 （連合生活福祉局長）
　　　　　　　　鈴鹿 麻菜（連合生活福祉局部長）※2023年9月まで
　　　　　　　　�岩城 みのり（連合生活福祉局部長）※2023年10月から 【第2部第6章】
　　　　　　　　本多 一哉（連合生活福祉局部長）※2024年9月まで
　　　　　　　　�佐伯 憲輔（連合生活福祉局部長）※2024年10月から【第2部第6章】
オブザーバー：�松本 展哉（健康保険組合連合会総合企画室参事兼室長）※2025年3月まで
　　　　　　　　�安藤 亮子（健康保険組合連合会総合企画室長）※2025年4月から
事　　務　　局：新谷 信幸 連合総研事務局長 ※2023年11月まで 
　　　　　　　　�平川 則男 連合総研事務局長 ※2023年12月から。それ以前は副所長。 
　　　　　　　　�伊藤 彰久 連合総研副所長  ※2023年12月から。それ以前は主任研究員。
　　　　　　　　 　　　　  【第2部第7章】
　　　　　　　　松岡 康司 連合総研主任研究員 
　　　　　　　　�遠坂 佳将 連合総研主任研究員 ※2023年11月から2024年6月まで 
　　　　　　　　千谷真美子 連合総研主任研究員 ※2024年7月から 
　　　　　　　　堀江 則子 連合総研主任研究員（主担当）※2024年4月から
� （役職名は2025年9月時点、【 】内は報告書の執筆分担）
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